


　西日本経済協議会は、平成２３年１０月６日、第５３回総会を金沢市に 

おいて開催し、別紙の決議を取りまとめました。 

　当協議会の意のある処をお取り上げいただき、格別のご高配を賜ります 

ようお願い申し上げます。 
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代　表　者 

g中部経済連合会 会長　三　田　敏　雄 
（公社）関西経済連合会 会長　森　　　詳　介 
四国経済連合会  会長　常　盤　百　樹 
g九州経済連合会 会長　松　尾　新　吾 
中国経済連合会  会長　山　下　　　  
北陸経済連合会  会長　永　原　　　功 
 



　わが国は、従来から山積する諸課題に加えて、本年３月１１日に発生し

た東日本大震災からの復旧・復興という大きな課題を抱え、まさに国難と

言うべき状況にある。こうした厳しい状況にある今こそ、政府をはじめ各

界が一丸となり、震災からの早期復興はもちろんのこと、従来からの諸課

題についても、スピード感を持って取り組むことにより、『新しい日本』

を創生していかなければならない。 

　こうした観点から、西日本経済協議会は、第５３回総会において、「東

日本大震災からの早期復興と新しい日本の創生－西日本からの提言－」を

統一テーマに討議を行い、次のとおり決議した。本年の決議は、当面の最

重要政策課題である震災からの早期復興と災害に強い国づくりについて建

議し、さらに、様々な構造的課題の中でも、特に重要なわが国の産業競争

力の強化と持続可能な社会を目指した制度改革について、西日本経済界の

総意を示したものである。 

　政府には、本決議の趣旨を深くご理解いただき、是非とも今後の政策運

営に緊急性を持って反映されるよう強く要望する。 

 



１．東日本大震災からの早期復興 

東日本大震災は、原子力発電所の事故も重なって未曾有の大災害となった。さら

に、その後のサプライチェーンの寸断や全国的な電力不足、風評被害等により、日本

経済全体へ深刻な影響を及ぼした。被災地では、ようやく瓦礫の撤去が本格化し、

復興に向けた方針や戦略、体制などを具体化すべき時期にきている。復興への諸施

策を早急にとりまとめ、それらを着実に実行することが最優先の課題であり、以下の

事項について要望する。 

 

  （1）被災地の復興に向けた直接的取り組み 

        ○安定した復興財源の確保 

        ○東日本大震災復興対策本部から復興庁への早期移行、施策の執行権限 

を持つ復興局の仙台市への設置 

○東北域内の雇用の維持・創出のための大胆な規制緩和や税制・財政・金融 

上の優遇措置を講ずる「震災復興特区」と「震災復興ファンド」の創設 

  （2）日本全体での取り組み 

        ○国内外への迅速・的確な情報発信によるわが国産業への風評被害の払拭 

        ○風評被害等の影響を受けた企業等に対する税制上の支援や金融上の措置 

        　の拡充 

　　○緊急雇用創出事業の延長や雇用調整助成金の支給条件緩和など、雇用情             

　　　 勢に対応した対策の実施 

 

 



２．災害に強い国づくり 

　特に、一昨年夏の政権交代以降、「コンクリートから人へ」というスローガンのもと、

本来行われるべき社会インフラへの投資が先送りされてきた傾向がある。今般の大

震災とそれに続く原子力発電所の事故では、物流の確保や住民の避難、また復旧

の過程において、日本海側の鉄道・道路・港湾や日本海側と被災地域を結ぶ路線が

活躍している。 

　西日本地域においても、このたびの震災に匹敵する被災規模が予想される東海・

東南海･南海地震が高い確率で発生すると予測されており、国家的リスク管理の観

点からも、一極一軸型国土構造の是正が必要であり、特に交通・物流インフラにおけ

る代替補完機能の確保やミッシングリンクの解消は喫緊の課題である。こうした観点

から、以下の事項について要望する。 

 

  （1）国民生活の安心・安全のためのハード・ソフト両面にわたる防災・減災対策の実施 

        ○治山・治水整備や港湾・空港施設等の耐震化、津波対策の強化、避難対策  

　　　 の充実 

　　  ○国家中枢機能のバックアップ体制の構築 

  （2）複軸型国土の形成に資する新幹線・高規格道路・港湾・空港等、広域的交通・ 

　　 物流基盤整備の促進によるミッシングリンクの解消　（別表） 

  （3）企業が行う耐震化や防波投資への補助、税制面での優遇措置の導入 

 



３．空洞化回避に向けたわが国の産業競争力の強化 

  

  （1）産業への支援 

 　   ○安全確保を前提とした原子力発電の早期運転再開による電力の安定供給 

 　   ○企業・国民の負担合意を確保した上での基幹エネルギーとしての原子力発電、 

　　　化石燃料、再生可能エネルギーのベストミックスの推進 

　　○温室効果ガス削減の中期目標（▲25％）の見直し 

　　○実効性を伴った円高是正策の実施 

　　○法人実効税率の引き下げ 

　　○総合特区制度の推進、規制の緩和・撤廃等によるビジネス環境の整備 

　　○ＥＰＡの早期締結、農業等への影響を見極めた上でのＴＰＰ交渉への参加、 

　　　海外からの日本企業に対する直接投資の促進 

　　○中核人材や高度技能人材不足への対応やアジア人留学生の活用等を 

　　　はじめとする人材育成事業への支援拡充 

  （2）観光振興による地域活性化、広域観光とインバウンド観光の推進 

○ビジットジャパンキャンペーン・訪日旅行新ルート開発調査事業の拡充、訪日 

　　　 ビザ（査証）発給要件の緩和 

　　○観光圏整備事業に対する支援の継続と拡充 

 
 



４．持続可能な社会を目指した制度改革 

  

  （1）税・財政・社会保障制度の一体改革の推進 

　　○年金・医療・福祉の支出抑制を含めた社会保障制度の再構築 

　　○消費税引き上げとその地方配分の充実など税制抜本改革の早期実現と財政

　　　 健全化の推進 

　　○女性や高齢者の就労促進、多様で柔軟な働き方を選択できる雇用環境の整備、

　　　 子育て支援などの少子化対策 

 （2）地方分権改革の推進 

　　○新しい国のかたち、中央と地方の果たすべき役割の整理・明確化 

　　○国から地方への権限移譲と出先機関の地方への移管 

　　○消費税引き上げにあたっての地方配分の充実など地方財源の確保 

　　○広域連合など地方の広域的取り組みへの支援と道州制の推進　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 






